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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期  36,411  4.4  1,626  △30.1  1,653  △31.7  922  △34.2

24年３月期  34,864  3.9  2,326  7.6  2,421  6.8  1,402  16.5

（注）包括利益 25年３月期 1,015百万円 （ ％）△33.7   24年３月期 1,533百万円 （ ％） 37.9

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

営業収益 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

25年３月期  88.51  88.41  5.5  4.6  4.5

24年３月期  134.48  －  8.9  7.9  6.7

（参考）持分法投資損益 25年３月期 40百万円   24年３月期 38百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期  36,935  17,388  46.1  1,638.96

24年３月期  34,646  16,701  47.3  1,569.34

（参考）自己資本 25年３月期 17,028百万円   24年３月期 16,370百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年３月期  1,973  △1,881  △1,285  1,734

24年３月期  3,729  △543  △1,853  2,928

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 －  14.00 － 14.00 28.00  292 20.8 1.8

25年３月期 －  15.00 － 15.00 30.00  312 33.8 1.8

26年３月期（予想） －  14.00 － 14.00 28.00   21.6  

（注）25年3月期配当金の内訳 第2四半期末 普通配当14円00銭 記念配当1円00銭 期末 普通配当14円00銭 記念配当1円00銭

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  18,700  3.4  980  10.7  950  3.0  560  6.7  53.90

通期  37,850  4.0  2,350  44.5  2,300  39.1  1,350  46.3  129.94



※  注記事項 

新規   社  （社名） 、除外   社  （社名）  
  
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

 

  
（３）発行済株式数（普通株式） 

  
   
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：  無   

－ － － －

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

（注）詳細は、添付資料15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年３月期 10,438,000株 24年３月期 10,438,000株

②  期末自己株式数 25年３月期 48,319株 24年３月期 6,285株

③  期中平均株式数 25年３月期 10,426,190株 24年３月期 10,431,715株

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については２ページ「1.経営成績（1）経営成績に関する

分析」をご覧ください。
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 （１）連結経営成績に関する分析 

  （当期の経営成績） 

    当連結会計年度における日本経済は、東日本大震災からの復興需要などによる緩やかな回復基調をたどりつつ  

   も、円高の長期化や株価の低迷、欧州の財政危機などによる世界経済の減速への懸念などから、依然として不透 

   明な状況で推移いたしました。 

    しかしながら、平成24年末の政権交代以降、経済政策等への期待から円安・株高へ推移し、景気回復への道筋 

   に多少なりとも明るさが見えはじめてまいりました。 

    このような環境のなか、当社グループが主軸をおく低温食品物流業界におきましては、消費者の節約思考によ 

   る内食化（自宅で食事をとること）の高まりや、加工度の高い米飯や麺類など主に家庭用冷凍食品の伸長から、 

   冷凍・冷蔵食品の需要は堅調に推移しております。一方で、食品原材料の高騰や消費者の低価格志向を背景とし 

   た受託料金の抑制や物流業者間の価格競争、また、電力料金の段階的な値上げなどにより、引き続き厳しい経営 

   環境で推移しました。 

    営業収益におきましては、平成24年２月に稼働を開始した東京支店（東京都八王子市）の安定稼働や、加工営 

   業部における業務の拡大など関東圏を中心としたＤＣ事業における既存顧客の取扱物量が増加したことなどによ 

   り、増収を確保することができました。 

    利益につきましては、東京支店や神奈川ＪＤセンター（神奈川県厚木市）の安定稼働に向けた外注費や人件費 

   の増加、新設支店の稼働に伴うリース資産の減価償却費の増加、加えて電力料金の値上げなどにより、営業利益、

   経常利益ともに前年同期比で減益となりました。また、当期純利益につきましても、保有有価証券の減損による 

   評価損や閉鎖した店所の原状回復に伴う固定資産除却損などを特別損失に計上したことにより、前年同期比で減 

   益となりました。    

    以上の結果、当連結会計年度の営業収益は364億１千１百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益は16億２千６ 

   百万円（前年同期比30.1％減）、経常利益は16億５千３百万円（前年同期比31.7％減）、当期純利益は９億２千 

   ２百万円（前年同期比34.2％減）となりました。 

  

  （セグメント別の概況） 

    事業の種類別セグメントの状況は次のとおりです。 

   ①ＤＣ事業（保管在庫型物流事業） 

    東京支店の安定稼働や、主に関東圏を中心とした既存寄託者の稼働増など、低温食品を中心とした共同配送が 

   堅調に推移したことなどにより、営業収益は268億７千万円(前年同期比5.7％増）となりました。営業利益につ 

   きましては、外注費ならびに人件費の増加により31億３千６百万円（前年同期比5.9％減）となりました。  

   ②ＴＣ事業（通過型センター事業） 

    前年同期並みの取扱物量の確保により、営業収益は84億４百万円（前年同期比1.1％増）となりました。営業  

    利益につきましては、外注費の増加等により、２億２千７百万円（前年同期比62.8％減）となりました。  

   ③その他 

        営業収益は12億１千２百万円（前年同期比1.3％増）となりました。営業利益につきましては、２億２千６百 

   万円（前年同期比7.1％増）となりました。 

  

  （次期の見通し） 

    今後の見通しにつきましては、国内の景気指標の好転の兆しも見えはじめ、政府や日銀による経済財政対策な 

   どによる景気の本格的な回復への期待が高まるところではありますが、円安に伴う燃油価格や電力料金の値上げ 

   等、物流業界を取り巻く環境は引続き厳しい状況にあります。 

    このような環境の下、ＤＣ事業におきましては、平成24年中に稼働を開始した東京支店や東京支店第二センタ 

   ー（東京都立川市）、京都センター（京都府京田辺市）等を中心に物量の確保と稼働率の向上を図ってまいりま 

   す。また、新たに受託する既存寄託者の生産工場新設に伴う庫内業務の円滑な立ち上げ（平成26年１月稼働予定）

   や首都圏における物量増への対応と当社グループでの効率的なオペレーションを念頭においた新規顧客の開発と 

   新センター構想の実現に向けた計画を進めてまいります。 

    また、ＴＣ事業におきましては、平成24年10月に移転した神奈川ＪＤセンター（神奈川県厚木市）をはじめ、 

   従来にも増した効率的な物流センター運営に尽力してまいります。 

    以上の結果、平成26年３月期の連結業績見通しは、営業収益につきましては378億５千万円（前年同期比4.0％ 

   増）を見込んでおります。また、利益につきましては、設備投資が一巡したことや前連結会計年度中における新 

   規施設の立ち上げ費用等が解消されることなどにより、営業利益は23億５千万円（前年同期比44.5％増）、経常 

   利益は23億円（前年同期比39.1％増）当期純利益は13億５千万円（前年同期比46.3％増）となる見通しです。 

１．経営成績・財政状態に関する分析



  （２）連結財政状態に関する分析 

   ①資産、負債および純資産の状況 

     資産の部において、リース資産の増加などにより、当連結会計年度末の資産合計は369億３千５百万円（前 

    年同期比22億８千８百万円増、同6.6％増）となりました。 

     負債の部においては、リース債務などの増加により、195億４千６百万円（前年同期比16億１百万円増、同 

    8.9％増）となりました。 

     純資産の部においては、利益剰余金の増加などにより、173億８千８百万円（前年同期比６億８千７百万円 

     増、同4.1％増）となりました。なお、当期末の純資産の部には、少数株主持分が３億４千８百万円含まれて 

    おります。  

   ②キャッシュ・フローの状況 

     当期末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は17億３千４百万円となり、前 

    連結会計年度末と比較して11億９千３百万円の減少となりました。 

    ①「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

      当連結会計年度において、営業活動の結果得られた資金は、19億７千３百万円（前年同期比 47.1％の収 

     入減）となりました。 

    ②「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

      当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により、18億８ 

     千１百万円（前年同期比245.9％の使用増）の使用となりました。 

    ③「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

      当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の支払い等により、12億８ 

     千５百万円（前年同期比30.6％の使用減）の使用となりました。 

    

 （３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

    当社グループは、株主に対する利益還元策を経営の最重要課題として認識しており、株主の皆様に適正な利 

   益配分を安定的に継続して行なうことを基本方針としております。なお、配当性向につきましては、具体的な 

   数値基準を設けるものではありませんが、連結当期純利益の20％程度を一つの目安として配当金額を決定して 

   まいります。 

    また、内部留保金につきましては、営業拠点の整備・拡充など、今後の業容拡大による業績確保を図るため、 

   設備投資および財務体質の強化のための原資として充当する予定です。 

    当期末の配当につきましては、当初公表の通り１株当たり15円00銭（創業60周年記念配当金1円00銭を含む） 

   とし、中間配当金とあわせ、年間配当金は１株当たり30円00銭を予定いたします。 

    また、次期の配当につきましては、現時点での当社グループの業績見通し等を踏まえ、１株当たりの配当金 

   は当期と同水準をベースとし、１株当たり28円00銭（中間配当金14円00銭、期末配当金14円00銭）を予定いた 

   しております。  



   当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ヒューテックノオリン）、連結子会社１社（株 

  式会社ヘルティー）、非連結子会社１社（株式会社ヒューテックサービス）及び関連会社２社（東京定温冷蔵株 

  式会社ならびにエヌ・ケー商事株式会社）により構成されており、主に低温食品（冷凍食品、チルド食品等）を 

  対象としたＤＣ事業（保管在庫型物流事業）、ＴＣ事業（通過型センター事業）の２事業とその他に区分してお 

  ります。  

   事業内容と当社及び子会社の当該事業における位置づけ、ならびに事業のセグメントとの関連は以下の通りで 

  あります。 

  

  

  （注） 関連会社である東京定温冷蔵株式会社は、持分法適用関連会社であり、冷蔵倉庫事業を行っております 

     が、当社及び連結子会社との取引関係はありません。関連会社であるエヌ・ケー商事株式会社は、持分法   

     非適用関連会社であり、保険代理業を行っております。また、平成24年12月３日付をもちまして、株式会 

     社ヒューテックサービス（非連結子会社）を設立致しました。 

２．企業集団の状況

区分 主な事業内容 主要な会社 

 ＤＣ事業 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 １．食材物流事業 

  (1)低温食品の保管・配送事業 

    全国の各要衝に展開する流通型冷蔵倉庫において、低温食品の 

   共同保管・荷役及び輸入冷凍食品の保税業務を行い、併せて共同 

   配送の機能を活かし、納品先へ24時間以内でお届けするコールド 

   チェーン物流を構築しております。 

  (2)病院食材物流 

    医療機関・医療関連施設及び老健施設等向けに、低温食品を中 

   心とした食材の仕分・配送を行っております。 

  (3)加工業務 

    冷蔵倉庫に併設した工場において、冷凍野菜等の小袋パック詰 

   め事業を行っております。 

 当社 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ＴＣ事業 

  

   

 １．チェーンストア物流 

   量販店・共同仕入機構、生活協同組合等の配送センター業務を365 

  日24時間体制で行っております。 

 当社 

  

  

 その他 

  

   

  

  

   

 １．警備輸送事業 

   警備業法に基づき、首都圏の金融機関で取り扱う現金や手形など 

  の重要書類や貴重品等の警備輸送を行っております。 

 当社 

  

  

 ２．病院関連物流事業 

   病院向けリネン類の集荷配送、院外厨房物流及び在宅介護用品の 

  宅配等を行っております。 

 ㈱ヘルティー 

  

  



 （１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、「人と技術と伝統で仕組みを創る物流情報企業」をテーマとし、「お客様の喜び…それが 

   ヒューテックノオリンの歓び」をスローガンとする行動憲章ともいえる『ビジョン21』を掲げ、その中で日々 

   の暮らしを支える物流企業として、「食の安全と安心」を通じて広く社会に貢献してまいります。 

  

 （２）目標とする経営指標 

    また当社グループは、業容の拡大を前提に安定した収益基盤の実現と経営効率の向上を推進するため、各事 

   業所に対し、経常利益率５％以上の確保を具体的な目標として設定しており、その目標達成に向けた営業開発、 

   設備投資、業務改善などを継続的に実践しております。 

  

 （３）中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

    当社グループは、刻々と変化する寄託者企業のニーズに迅速且つ的確に対応していくことを中長期的な経営戦 

   略の柱として考えております。また、基本方針にも掲げる「食の安全と安心」の実現に向け、「安全日本一」を 

   合言葉に、倉庫内や配送時の安全管理は元より、物流品質の面におきましても低温食品物流事業者としての温度 

   管理や、平成21年９月に東京税関長から特定保税承認制度※における特定保税承認者として許可を受けるなど、 

   物流品質の確保に万全の体制を構築しております。 

    当社営業部門におきましては、ＤＣ事業における首都圏での物量増に対応すべく、新拠点の開発と効率的な物 

   流の提供の実現を、ＴＣ事業におきましては、より高品質かつ効率的な物流サービスの提供にそれぞれ取り組ん 

   でまいります。また、営業面をバックアップする施設部門（倉庫設計や倉庫内の機器、車両、物流システムの開 

   発・メンテナンス部門）におきましては、物量増や既存施設の狭隘化への対応、危機管理も含めた物流情報シス 

   テム等の開発、そして新施設の開発などの計画を推移してまいります。 

    また、管理部門におきましては、将来的な設備投資を踏まえた資金需要に対応すべくキャッシュ・フローや株 

   主資本の充実を図ることにより健全な財務対状態を保持し、加えて、積極的なＩＲ活動を推進すると共に、今後 

   の経営環境や業績見通し、ならびに金融・資本市場を見据えた資本政策を進めてまいります。  

    これらの課題に対処するため、当社グループでは優秀な人材の確保と育成に向け、階層別の教育研修プログラ 

   ムの充実やグループ会社間における人材交流、さらには人事体系のタイムリーな見直しなども含め、着実な人材 

   の育成・強化を図ってまいります。 

  

    ※特定保税承認制度・・・ 貨物のセキュリティー管理とコンプライアンス体制が整備された者として、あらかじめ税関長の承認を受 

      けた保税蔵置場等の被許可者（特定保税承認者）については、税関長へ届け出ることにより保税蔵置場を設置することが可能とな 

      るほか、当該届出蔵置場にかかる許可手数料も免除される制度です。この背景としまして、2001年９月の米国での同時多発テロ以 

      降の国際物流におけるセキュリティーの確保と物流効率化の両立が課題となり、世界税関機構（ＷＣＯ）において、コンプライア 

      ンスに優れた事業者を税関が認定し、通関手続きの簡素化等の便宜を与えるプログラム導入に関する国際的なガイドラインが採択 

      されたことにあります。  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,488,243 1,994,707

営業未収入金 4,132,128 4,272,800

有価証券 700,308 －

繰延税金資産 198,644 156,272

その他 291,444 414,114

貸倒引当金 △440 △593

流動資産合計 7,810,329 6,837,301

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 16,277,750 16,050,880

減価償却累計額 △8,391,757 △8,764,027

建物及び構築物（純額） 7,885,993 7,286,853

機械装置及び運搬具 4,737,671 4,827,750

減価償却累計額 △3,236,006 △3,507,940

機械装置及び運搬具（純額） 1,501,665 1,319,810

土地 8,019,511 8,120,820

リース資産 7,491,869 12,192,684

減価償却累計額 △1,079,208 △1,997,897

リース資産（純額） 6,412,660 10,194,786

建設仮勘定 12,647 －

その他 89,208 70,261

減価償却累計額 △79,079 △61,177

その他（純額） 10,128 9,084

有形固定資産合計 23,842,606 26,931,355

無形固定資産 163,791 137,295

投資その他の資産   

投資有価証券 1,198,696 1,335,894

長期貸付金 620,000 590,000

繰延税金資産 400,925 394,988

その他 622,377 720,756

貸倒引当金 △12,307 △12,307

投資その他の資産合計 2,829,692 3,029,331

固定資産合計 26,836,090 30,097,981

資産合計 34,646,420 36,935,282



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 2,330,854 1,503,764

短期借入金 576,000 1,002,000

1年内償還予定の社債 124,000 248,000

リース債務 809,809 1,165,322

未払法人税等 644,090 284,169

賞与引当金 241,367 246,666

役員賞与引当金 28,200 28,200

設備関係支払手形 1,098,699 121,695

その他 1,887,921 1,546,301

流動負債合計 7,740,942 6,146,118

固定負債   

社債 1,116,000 868,000

長期借入金 1,134,000 882,000

リース債務 6,027,685 9,613,330

退職給付引当金 915,520 1,018,821

再評価に係る繰延税金負債 469,711 469,711

その他 541,406 548,310

固定負債合計 10,204,324 13,400,173

負債合計 17,945,267 19,546,292

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,217,560 1,217,560

資本剰余金 1,392,060 1,392,060

利益剰余金 14,157,073 14,777,422

自己株式 △5,204 △41,355

株主資本合計 16,761,489 17,345,687

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △5,534 67,585

土地再評価差額金 △385,039 △385,039

その他の包括利益累計額合計 △390,573 △317,454

新株予約権 － 12,636

少数株主持分 330,237 348,121

純資産合計 16,701,152 17,388,990

負債純資産合計 34,646,420 36,935,282



（２）連結損益及び包括利益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業収益 34,864,029 36,411,377

営業原価 30,705,939 32,820,470

営業総利益 4,158,090 3,590,907

販売費及び一般管理費 1,831,711 1,964,337

営業利益 2,326,378 1,626,570

営業外収益   

受取利息 18,092 17,299

受取配当金 17,543 16,999

受取賃貸料 33,280 33,480

持分法による投資利益 38,763 40,298

補助金収入 46,554 －

その他 80,347 97,834

営業外収益合計 234,582 205,911

営業外費用   

支払利息 120,586 173,013

その他 19,002 5,468

営業外費用合計 139,589 178,482

経常利益 2,421,370 1,653,999

特別利益   

固定資産売却益 490 309

投資有価証券売却益 196,870 －

補助金収入 － 21,831

特別利益合計 197,360 22,140

特別損失   

固定資産除売却損 31,779 58,710

投資有価証券評価損 － 17,040

固定資産圧縮損 － 22,288

特別損失合計 31,779 98,039

税金等調整前当期純利益 2,586,952 1,578,101

法人税、住民税及び事業税 1,143,037 621,484

法人税等調整額 24,250 13,763

法人税等合計 1,167,288 635,248

少数株主損益調整前当期純利益 1,419,664 942,853

少数株主利益 16,823 19,984

当期純利益 1,402,840 922,868

少数株主利益 16,823 19,984

少数株主損益調整前当期純利益 1,419,664 942,853



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 59,117 73,101

土地再評価差額金 54,401 －

持分法適用会社に対する持分相当額 116 18

その他の包括利益合計 113,635 73,119

包括利益 1,533,300 1,015,972

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,516,476 995,988

少数株主に係る包括利益 16,823 19,984



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,217,560 1,217,560

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,217,560 1,217,560

資本剰余金   

当期首残高 1,392,060 1,392,060

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,392,060 1,392,060

利益剰余金   

当期首残高 13,004,594 14,157,073

当期変動額   

剰余金の配当 △250,361 △302,519

当期純利益 1,402,840 922,868

当期変動額合計 1,152,479 620,348

当期末残高 14,157,073 14,777,422

自己株式   

当期首残高 △5,204 △5,204

当期変動額   

自己株式の取得 － △36,151

当期変動額合計 － △36,151

当期末残高 △5,204 △41,355

株主資本合計   

当期首残高 15,609,009 16,761,489

当期変動額   

剰余金の配当 △250,361 △302,519

当期純利益 1,402,840 922,868

自己株式の取得 － △36,151

当期変動額合計 1,152,479 584,197

当期末残高 16,761,489 17,345,687



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △64,768 △5,534

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 59,234 73,119

当期変動額合計 59,234 73,119

当期末残高 △5,534 67,585

土地再評価差額金   

当期首残高 △439,440 △385,039

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54,401 －

当期変動額合計 54,401 －

当期末残高 △385,039 △385,039

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △504,209 △390,573

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 113,635 73,119

当期変動額合計 113,635 73,119

当期末残高 △390,573 △317,454

新株予約権   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 12,636

当期変動額合計 － 12,636

当期末残高 － 12,636

少数株主持分   

当期首残高 315,513 330,237

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14,723 17,884

当期変動額合計 14,723 17,884

当期末残高 330,237 348,121

純資産合計   

当期首残高 15,420,313 16,701,152

当期変動額   

剰余金の配当 △250,361 △302,519

当期純利益 1,402,840 922,868

自己株式の取得 － △36,151

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 128,358 103,639

当期変動額合計 1,280,838 687,837

当期末残高 16,701,152 17,388,990



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,586,952 1,578,101

減価償却費 1,385,472 1,970,967

持分法による投資損益（△は益） △38,763 △40,298

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,167 5,299

退職給付引当金の増減額（△は減少） 67,155 103,300

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,894 △146,751

貸倒引当金の増減額（△は減少） △168 152

受取利息及び受取配当金 △35,636 △34,298

支払利息 120,586 173,013

投資有価証券売却損益（△は益） △196,870 735

投資有価証券評価損益（△は益） － 17,040

固定資産除売却損益（△は益） 31,288 58,400

売上債権の増減額（△は増加） △969,695 △140,671

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,184 △7,083

仕入債務の増減額（△は減少） 1,069,791 △827,090

未払消費税等の増減額（△は減少） 271,344 370,981

その他 524,313 △1,607

小計 4,825,648 3,080,191

利息及び配当金の受取額 41,138 39,800

利息の支払額 △121,132 △173,910

保険金の受取額 1,000 8,400

法人税等の支払額 △1,016,829 △981,406

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,729,824 1,973,075

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △7,532 △7,563

投資有価証券の売却による収入 215,870 5,054

有形固定資産の取得による支出 △636,027 △1,741,513

有形固定資産の売却による収入 639 321

有形固定資産の除却による支出 △2,401 △4,428

無形固定資産の取得による支出 △36,402 △40,449

非連結子会社株式の取得による支出 － △10,000

貸付金の回収による収入 25,000 30,000

その他の支出 △119,607 △127,095

その他の収入 16,554 14,295

投資活動によるキャッシュ・フロー △543,906 △1,881,377



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 300,000

長期借入金の返済による支出 △1,052,000 △250,000

リース債務の返済による支出 △548,203 △995,167

自己株式の取得による支出 － △36,151

配当金の支払額 △251,184 △302,124

少数株主への配当金の支払額 △2,100 △2,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,853,488 △1,285,542

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,332,429 △1,193,844

現金及び現金同等物の期首残高 1,596,122 2,928,552

現金及び現金同等物の期末残高 2,928,552 1,734,707



  該当事項はありません。 

  

  

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  １社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社ヘルティー 

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社（株式会社ヒューテックサービス）の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、小規 

模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数  １社  

主要な会社名 

東京定温冷蔵株式会社  

(2）持分法を適用していない非連結子会社（株式会社ヒューテックサービス）及び関連会社（エヌ・ケー商事株

式会社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

(3）持分法適用会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の事業年度はすべて３月31日で終了する１年間であり、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均 

 法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

  当社及び連結子会社は定率法を採用しております。 

（ただし、当社及び連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法によって

おります。） 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

ロ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

ただし、車両運搬具については、残存価額を ％とする定額法を採用しております。 

ハ 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

建物及び構築物 ７～21年

機械装置及び運搬具 ７～12年
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(3）重要な引当金の計上基準 

イ  貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ  賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

ハ  役員賞与引当金 

  当社及び連結子会社は、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。 

ニ  退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

ホ．役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

(追加情報） 

 当社は、取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し、平成24年６月26日の定時株主総会で取締役及

び監査役に対する退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給について決議し、承認されました。これに伴い、同定時

株主総会終結の時までの期間に対応する役員退職慰労引当金の全額を取り崩し、打切り支給に伴う未払額

110,323千円を固定負債の「その他」に含めて表示しております。 

  

(4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。 

  

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式にて処理しております。 

  

（減価償却方法の変更）  

  当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した 

 有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。   

   この減価償却方法の変更による影響は軽微であります。 

  

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「役員退職慰労引当金」は連結子会社分のみと

なり金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度は「その他」に含めて表示しております。この表示方法を反

映させるため、前連結会計年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の貸借対照表において。「固定負債」の「役員退職慰労引当金」に表示していた

148,350千円は、「その他」541,406千円として組み替えております。  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（８）表示方法の変更



  

 １．報告セグメントの概要 

   当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が可能であり、取締役会が経営資源の配 

  分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

   従いまして当社は営業本部内に以下のセグメント別に事業部を置き、各事業部は包括的な戦略を立案し、営業 

  活動を展開しております。 

   「ＤＣ事業」においては、当社の倉庫内にて寄託貨物の保管・名義変更や車両別・届先別の仕分を行うととも 

  に、専用車による輸配送業務を行っております。「ＴＣ事業」においては量販店等の専用センター内にて、店舗 

  別・カテゴリー別仕分や、生産加工を行うとともに、即日配送による店舗納品までの受託業務を行っております。 

   （注）１．「保管在庫型物流事業（ＤＣ事業）：ＤＣとはDistribution Center を省略した呼称 

      ２．「通過型センター事業（ＴＣ事業）：ＴＣとはTransfer Center を省略した呼称 

  

 ２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

    報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 

   における記載と概ね同一であります。 

    報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

    セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備業等を含んでおります。 

  

（９）連結財務諸表に関する注記事項

 （セグメント情報等）

セグメント情報

  （単位：千円） 

  

  

  

報告セグメント その他 

（注） 

  

合計 

  ＤＣ事業 ＴＣ事業 計 

 営業収益 

 ①外部顧客に対する営業収益 

 ②セグメント間の内部営業収益 

  又は振替高 

  

 

  

 

25,402,310

21,963

  

 

  

 

8,265,453

44,861

  

 

  

 

33,667,764

66,825

  

 

  

 

1,196,265

100

  

 

  

 

34,864,029

66,925

計  25,424,274  8,310,315  33,734,590  1,196,365  34,930,955

セグメント利益  3,333,694  613,449  3,947,144  210,946  4,158,090

セグメント資産  24,754,010  2,675,205  27,429,215  1,105,309  28,534,524

 その他の項目 

  減価償却費 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額 

 

 

1,161,259

6,873,161

 

 

173,444

101,699

 

 

1,334,704

6,974,861

 

 

 

 

48,661

5,513

 

 

1,383,366

6,980,374



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備業等を含んでおります。 

  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 
（単位：千円）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
   

（単位：千円）

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係わる資産等
   であります。 

   
（単位：千円）

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社設備及びソフトウェアの投資額であります。   

  （単位：千円） 

  

  

  

報告セグメント その他 

（注） 

  

合計 

  ＤＣ事業 ＴＣ事業 計 

 営業収益 

 ①外部顧客に対する営業収益 

 ②セグメント間の内部営業収益 

  又は振替高 

  

 

  

 

26,843,233

27,202

  

 

  

 

8,355,899

48,837

  

 

  

 

35,199,133

76,039

  

 

  

 

1,212,244

223

  

 

  

 

36,411,377

76,262

計  26,870,436  8,404,736  35,275,172  1,212,467  36,487,640

セグメント利益  3,136,978  227,913  3,364,892  226,015  3,590,907

セグメント資産  27,469,591  3,397,164  30,866,756  1,115,157  31,981,914

 その他の項目 

  減価償却費 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額 

 

 

1,702,996

4,120,760

 

 

202,631

795,201

 

 

1,905,628

4,915,961

 

 

 

 

37,751

141,916

 

 

1,943,379

5,057,877

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  3,947,144  3,364,892

「その他」の区分の利益  210,946  226,015

全社費用（注）  △1,831,711  △1,964,337

連結財務諸表の営業利益  2,326,378  1,626,570

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  27,429,215  30,866,756

「その他」の区分の資産  1,105,309  1,115,157

全社資産（注）  6,111,895  4,953,368

連結財務諸表の資産合計  34,646,420  36,935,282

その他の項目 

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

減価償却費  1,334,704 1,905,628 48,661 37,751 33,050  31,435 1,416,416 1,974,815

有形固定資産及び  
無形固定資産の増加額 

 6,974,861 4,915,961 5,513 141,916 92,610  10,765 7,072,984 5,068,642



（注） １．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載 

      しておりません。  

      ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり 

      であります。 

  

    該当事項はありません。 

  

 連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

リース取引、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため開示を省略しております。  

  

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,569.34 円 1,638.96

１株当たり当期純利益金額 円 134.48 円 88.51

潜在株式調整後  

１株当たり当期純利益金額  
円 － 円 88.41

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益金額（千円）  1,402,840  922,868

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（千円）  1,402,840  922,868

普通株式の期中平均株式数（株）  10,431,715  10,426,190

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）   －  11,969

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要  

― ― 

（重要な後発事象）

（開示の省略）



 (1）役員の異動 

    該当事項はありません。 

  

 (2）その他 

    該当事項はありません。 

   

５．その他
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